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令和８年度 事業計画 概要版 

Ⅰ はじめに 

 

今、私たちを取り巻く経済情勢は、足元の景気は緩やかな回復局面にありながらも、地政学リ

スクなどに伴い長期化するエネルギー価格の高止まりや物価の高騰、人手不足に起因する人件費

の高騰など、依然として厳しい状況にあると言わざるを得ず、引き続き、こうした構造的な課題

と向き合いながら、「京都テルサ」を着実に運営していくことが求められております。 

 

令和７年度の収支については、厳しい事業環境が続く中にありながらも、今のところ若干の黒

字を確保できる見込みとなっておりますが、まだまだ楽観視できる状況にはなく、また、近隣に

おける競合施設の増加や低価格帯サービスがますます拡がるなど、刻々と変化する市場の動向を

踏まえれば、令和８年度においては、事業団の経営の安定化、施設の更なる活性化に向けて、こ

れまで以上に創意工夫を重ねながら、「京都テルサ」の効率的・効果的な運営に取り組んでいく

必要があると考えております。 

 

また、令和８年度は開館３０周年という大きな節目の年となります。この記念すべき年を「京

都テルサ」の次なる１０年に向けて飛躍を期すためのステップの年にしていくとともに、この施

設がいつまでも顧客の皆さまから愛され、信頼される施設であり続けられるよう、その魅力を更

に高めていく必要があると考えております。 

 

そうした中で、貸館事業やフィットネス事業をはじめとする収益事業においては、これまで長

年にわたり、運営主体として培ってきたノウハウや経験などをしっかりと活かしながら、職員が

一丸となって、新たな価値の創造に向けて取り組むとともに、顧客のニーズをしっかりと捉えた

より質の高いサービスの提供に努めてまいります。また、男女共同参画社会の実現に向けては、

家族のあり方や働き方など、時代の変化や社会構造の変化に伴い顕在化している、女性が抱える

複雑・多様化する諸課題に対して、男女共同参画センターが関連施策の推進拠点としての機能を

発揮し、一人ひとりに寄り添う、きめ細やかな支援を実施してまいります。 

なお、昨今、施設等の老朽化に伴い、顧客の皆様に多大なご迷惑をおかけする事案が発生して

いることから、スピード感のある施設・設備整備への対応が急務となっており、これまで以上に

強く京都府に対して早期の整備着手を働きかけてまいります。 

 

令和８年度は、事業団にとって、未来を切り拓いていくための大きな転機となり得る節目の年

となる一方、事業団が引き続き、「京都テルサ」の施設活用団体として選定されるよう、新たな

ビジョンや戦略づくり、事業の創造などに向けて、気を引き締めて取り組まなければならない重

要な年となってまいります。令和８年度においては、すべての職員がこうした状況を理解し、職

員一丸となって、以下の基本方針のもと、府民総合交流拠点「京都テルサ」の更なる発展に向け

て、取組を推進してまいります。 
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Ⅱ 京都勤労者総合福祉センターの実施事業 

「京都テルサ」は、幅広い府民の活動を支える総合的な交流拠点として設置された施設です。

令和８年度においても、その設置目的を踏まえ、施設の機能を最大限に発揮し、その役割を果た

していけるよう、利用者本位の視点に立った運営を徹底していくとともに、サービスの質の向上

と運営の効率化を両立させながら、社会経済情勢や市場の動向の変化を的確に捉えた柔軟で実効

性のある取組を推進してまいります。また、すべての事業の前提となる利用者の安心・安全の確

保にも十分に留意しながら、施設の運営に努めてまいります。 

 

１ 貸館事業 

令和７年度におけるホール及び会議室の利用状況は、前年度からほぼ横ばいとなる見込みとな

っておりますが、特に、会議室については更なる利用促進が重要な課題となっています。その背

景には、京都市内における競合施設の増加に加え、各施設の認知度が向上したことから、利用者

の選択肢がますます広がってきたという状況があると考えられます。 

令和８年度においては、令和７年度に実施した競合施設に関する調査や利用者向けアンケート

の結果を踏まえ、事業団の強みとなっている利用者に対するきめ細やかなサポート力や現場対応

力を十分に生かしながら、より質の高いサービスの提供に努めてまいります。また、デジタルツ

ールの活用や予約受付方法の見直しなどにより、施設の更なる認知度の向上や新規利用の拡大に

つなげてまいります。 

 

【利用状況の推移】 

  R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 R7見込 R8目標 

ホール 
利用率 ％ 53.8 5.3 77.1 83.9 84.0 84.0 

利用料収入 千円 35,128 4,577 53,414 61,311 63,500 63,500 

会議室 

利用率 ※１ ％ 27.1 39.6 48.8 46.4 45.0 47.0 

利用率 ※２ ％ 34.0 50.3 58.2 55.1 55.0   57.0 

利用料収入 千円 62,255 94,447 119,545 118,080 116,600 118,000 

合計 千円 97,383 99,024 172,959 179,391 180,100 181,500 

  ※１ 午前、午後、夜間をそれぞれ 1区分として算出した利用率 

  ※２ 上記のうち夜間区分を除いた利用率 

 

２ フィットネス事業 

多様化する顧客の「健康づくり」に対するニーズの変化を的確に捉えた「ファシリティ」や「プ

ログラム」を提供していくとともに、近年におけるフィットネスへの参加率向上といった状況を

踏まえ、大規模総合施設としての「強み」をＰＲしながら、「コスパＵＰ」「タイパＵＰ」に向けた

取組をさらに推進し、新規会員の獲得に努めてまいります。 

また、幅広い年齢層を取り込んでいくため、子供たちの利用を促す機能やサービスを拡充して

いくとともに、各年代別のトレンドプログラムを提供してまいります。 

なお、令和７年７月のプール天井の構造物落下事案の発生に伴うプールの利用停止などの教訓

を踏まえ、「退会」や「利用離れ」の防止に向けて、施設の定期的な点検・整備を図ってまいりま

す。 
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【営業料等の推移】 

事項 R3実績 R4年実績 R5年実績 R6実績 R7見込 R8目標 

収

入 

営業料(千円) 18,956 21,396 24,952 25,990  24,624  25,500 

共益費・その他（千円） 57,575 67,493 64,500 62,867  64,507  64,500 

合計（千円） 76,531 88,889 89,452 88,857  89,131  90,000 

利

用 

会 

員 

個 人（人） 1,818 1,871 1,934 1,926 1,940 1,980 

法 人（口） 11 11 10 10 10 10 

年間利用者数（人） 177,244 193,430 220,723 222,854 220,000 230,000 

１日平均利用者数（人） 621 632 719 731 714 740 

 

 

３ 事務所等賃貸事業 

 入居団体等が安心して活動に専念できるよう、計画的な設備点検や適切な施設の維持管理を実施

するとともに、駐車場や飲食の提供など、来訪者に対しても快適な環境を提供してまいります。ま

た、施設の老朽化等の影響により、突発的な不具合が発生した場合には、事業活動への影響を最小

限に抑えるため、迅速かつ的確な対応に努めてまいります。 

 

 

４ 駐車場事業 

駐車場の「安心・安全・快適」な利用環境の維持に努めるとともに、割引施策を引き続き実施す

るなど、施設利用者の利便性を高めてまいります。 

【売上の推移】 

  

 

 

 

 

 

 

５ レストラン事業 

 施設利用者等のニーズを捉えた多角的な営業を展開するなど、より質の高い飲食サービスの提供

を通じて、施設の魅力向上に寄与してまいります。 

 

【営業料等の推移】 

   R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 R7見込 R8目標 

うどんダイニング凛営業料  －  －  4,074  5,713   4,273 4,300 

カフェラウンジ凛営業料  1,252  1,958  1,795  1,451   1,520 1,600 

共益費  1,070  1,236  4,649  4,827   4,643 4,600 

合計 2,322 3,194 10,518 11,991 10,436 10,500 

 

  R3実績 R4実績 R5実績 R6実績 R7見込 R8目標 

地下駐車場売上 28,860 25,835 34,934 35,960 36,298   36,400 

屋外駐車場売上 3,354 5,235 8,881 9,725   9,714   10,000 

合計 32,214 31,070 43,815 45,685 46,012 46,400 



 - 4 - 

６ ３０周年記念事業 

開館３０周年を迎え、利用者及び関係団体等への感謝の意を表すとともに、「京都テルサ」

が果たしてきた役割やその魅力を改めて広く発信するなど、今後の更なる飛躍を期して、記念

事業等を実施してまいります。 

 

 

７ 施設等整備事業 

昨年７月のプール天井の構造物落下事案や今年２月のエレベータ閉じ込め事故の発生など、近

年において、施設・設備の老朽化等により、施設の運営に大きな影響を及ぼしかねない状況が散

見されており、「京都府民総合交流プラザ中長期修繕更新計画」の推進が急務となっております。

令和８年度においては、今のところ防災盤の更新工事やＬＥＤ照明への転換工事に向けた調査・

設計が実施される予定ですが、引き続き、エレベータの改修などをはじめ、京都府に対して計画

推進に向けた整備着手を強く求めてまいります。また、日常の保守点検や修繕等については、限

られた予算を計画的・効果的に執行するなど、施設・設備の維持保全に取り組んでまいります。 

 

  

８ その他 

①  施設活用団体の選定に向けて 

令和８年度に実施される京都府の施設活用団体の公募に向けて、開館以来３０年にわたり培っ

てきた「京都テルサ」の運営実績やノウハウ等を最大限に生かし、事業団が引き続き施設活用団

体に選定されるよう、新たなビジョンや戦略づくり、事業の創造などに向けて、組織一丸となっ

て取り組んでまいります。 

 

②  エネルギーコストの縮減 

エネルギーコストの高止まり傾向が続く中、光熱費の抑制が経営の安定化を図っていく上で重

要な課題となっており、引き続き、入居団体等と連携しながらコスト縮減に向けて取り組んでま

いります。 

 

③  業務のスマート化 

業務の効率化と事務負担の軽減を図るため、デジタル技術を積極的に活用し、業務のスマート

化を推進してまいります。 

 

④  危機管理への対応 

利用者等の安心・安全を確保するため、日常の施設・設備の管理や非常時への対応などにつ

いて、リスクマネジメントの観点から、関係者による連携と情報共有を徹底し、事故・災害発

生時における被害を最小化できるよう、取り組んでまいります。 
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Ⅲ 京都府男女共同参画センターの実施事業 

ＳＤＧsの視点をはじめ、国の「男女共同参画基本計画」、京都府の「ＫＹＯのあけぼのプラン

（第４次）」、「男女共同参画センターにおける業務及び運営についてのガイドライン」(令和８

年１月内閣府男女共同参画局)を踏まえ、京都府男女共同参画推進条例に基づく男女共同参画施策

の推進拠点として、関係機関との連携・協働を図りながら、女性相談事業や女性活躍支援事業、

男女共同参画視点による防災支援事業などを実施してまいります。 

 

 

１ 相談事業 

安心して暮らせる社会の実現に向け、一人ひとりに寄り添い、自分らしく生きていくための支援

が必要となっております。そうした中で、女性が抱える様々な悩みをはじめ、労働相談、法律相談、

起業・経営相談などにワンストップで対応できる体制を整備するとともに、京都ジョブパーク・マ

ザーズジョブカフェや京都府ひとり親家庭自立支援センター等の関係機関と連携しながら、総合的

な相談体制を確保してまいります。また、男性相談員による「男性相談」にも対応してまいります。 

 

 

２ 女性活躍支援事業 

女性の多様な生き方と能力の発揮を支援するため、「らら京都創業スクール」をはじめ、起

業・経営相談、女性起業オフィス、交流サロン等を一体的に展開し、創業から事業継続までを見

据えたきめ細やかな支援を実施するとともに、各種の支援メニューを分かりやすく提示するな

ど、より多くの女性が起業や新たな挑戦に踏み出せるよう後押ししてまいります。 

また、京都ジョブパーク・マザーズジョブカフェ等と連携し、就業・起業・副業などを視野に

入れた支援やデジタル人材の育成支援を実施するなど、女性一人ひとりの多様なニーズに対応す

る総合的な支援を実施してまいります。 

更に、ＫＹＯのあけぼのフェスティバルの開催や防災支援事業、輝く女性応援京都会議等にお

いて培ってきたネットワークのもと、関係機関と連携して地域における女性支援等を実施すると

ともに、ＤＶの防止に向けた啓発・被害者支援や性・生殖に関する健康と権利の理解促進に取り

組むなど、引き続き、安心して女性が活躍できる環境づくりを進めてまいります。 

 

 

３ 男女共同参画視点による防災支援事業 

男女共同参画の視点に立った防災・復旧を推進するため、引き続き、関係機関・団体との連

携・協働拠点としての機能を発揮し、地域で活動する団体や個人の発掘・育成に取り組むととも

に、京都府男女共同参画課や危機管理部門、地域団体等との連携をより一層強化していくため、

平時からのネットワークづくりに努めてまいります。 

また、災害時に女性が抱える不安や課題等に適切に対応できる体制を整えるため、災害時女性

相談サポーター養成講座を北部・南部地域でそれぞれ継続開催するとともに、養成したサポータ

ーが府域の避難所等で実効性のある活動を展開できるようフォローアップ等を実施してまいりま

す。 

 

４ 関係機関等との連携強化 
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独立行政法人男女共同参画機構とも連携し、地域における女性活躍推進拠点としての機能強化を

図るとともに、男女共同参画施策に関わりの深いＮＰＯや女性団体に加え、新たに地域の多様な団

体との連携・協働を図ってまいります。 

また、京都府消費生活安全センターや京都府スポーツ協会、京都府国際センターなどの入居団体

等と連携を図りながら、それぞれの強みを生かした取組を進めていくとともに、男女共同参画セン

ターネットワーク会議等を通じて、きめ細やかな情報交換を実施するなど、広域的な連携体制の確

保に努めてまいります。 

 


